補足資料

１．計画作成支援機関名等
支援機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
専門家の関与の有無　　　有　・　無
関与専門家の職　　　　　　　　　　　　　　　　
〃　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
２．企業名（商号）　　　　　　　　　　　　　　フリガナ　　　　　　　　　　　
　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ　　　　　　　　　　　
　　代表者生年月日　Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ　　　年　　月　　日
　　業種（日本標準産業分類の小分類）　　　　　　　　　　　　　　
　　小分類番号（３ケタ）　　　　
３．本店所在地
〒　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　
工場・事務所等所在地（上記以外にある場合）
〒　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　
４．創業年月日　Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ　　　年　　月　　日
　　設立年月日　Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ　　　年　　月　　日
５．役職員数（直近期末）　役員数（常勤）　　　　　人　①
正社員　　　　　　　　　人　②
パート（常用）　　　　　人　③
パート（常用以外）　　　人　④　　　計　　　　人
※別表１の従業員数＝②＋③
※別表３の従業員数＝①＋②＋③＋④（③、④は勤務時間による人数調整が必要）
６．売上状況（直近期末）
	取扱品等
	金額（千円）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	計
	


７．取引先
	主販売先
	依存度
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	100％
	


８．資産状況
	区分
	自社所有
	賃借

	土地
（㎡）
	宅地
	
	

	
	その他
	
	

	建物
（㎡）
	工場・店舗等
	
	

	
	その他
	
	


９．主取引金融機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
10．必要支援策等（申請書別表６の（　　）の支援策と一致）
	


11．関連会社（資本関係のある先）
会社名　　　　　　　　　　　　　　事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名　　　　　　　　　　　　　　事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名　　　　　　　　　　　　　　事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　
12．会社概要
	【自社の沿革・事業内容・その他特記事項】


	【自社の強み・弱み・課題・問題点】


	【財務内容】



13．借入金残高（直近期末）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	
	残高
	年間返済額
	借入先

	政府系金融機関
	
	
	

	民間金融機関
	
	
	

	その他金融機関
	
	
	

	役員等借入
	
	
	

	合計
	
	
	


14．業界動向
	


15．新たな取組の内容
	【新たな取組が必要とされる理由・背景】


	【新商品・新サービス等の内容、特徴】


	【新製品・新サービス等の新規性】


	【新製品・新サービス等の開発計画・生産計画・人員計画】


	【取組に関する関係法令】
許認可の必要性の有無　　有　・　無


	【取組に関する産業財産権等の出願・取組状況】
・取得済　　・出願中　　・出願予定　　・取得計画無


	【計画の実施に必要な資金の調達方法及び調達先への相談状況】
資金調達相談状況　事前相談　　済　・　未
相談先金融機関　　　　　　　　　　　　　　　　　



16．販売
	【対象とする市場ニーズ・規模・成長性、具体的なターゲット】


	【販売ルート、販売方法】


	【販売実績、引き合い状況】


	【計画における売上、原価等積算根拠】
別紙にて１年後以降の売上、原価、経費等の積算根拠を作成してください。
様式は決まっていません。



17．ホームページ掲載内容（申請書別表７の経営革新計画の概要を可にした企業のみ）
	【経営革新計画のテーマ】（必須項目）


	【事業の概要】（必須項目）


	【経営革新への取組のきっかけと内容】（必須項目）


	【写真の掲載】
写真の掲載希望の有無　　有　　・　　無


	【経営革新の取組を進める（進めた）上での課題・反省点】（任意項目）



◆経営革新計画申請書の全体の流れについて
申請書を作成していく前に、全体の流れをつかんでおくことが必要です。そのベースとなるものが当該補足資料です。
①会社概要、既存の事業内容、売上状況・内訳（現状把握）
　　　↓
②課題、動機、背景（課題抽出）
　　　↓
③新たな取組みテーマ、内容（経営革新の概要）
　　　↓
④実施推進計画（スケジュール、設備、資金、研究・開発・ノウハウ、売上損益等）（詳細な実施計画）
この流れを基本に、各項目につきまして、できるだけ詳細に記入をお願いします。


当該補足資料がしっかりと記入されていれば、申請書作成作業がスムーズになります。また、経営革新審査において、取組みが理解されやすくなります。（承認を保証するものではありません）
なお、専門的な用語（素材・工法・技術・サービス等）については、出来るだけ分りやすい資料を添付してください
申請書の別表３（全体＝既存＋新規）については、既存分と新規分それぞれ、１年後以降の売上・原価・経費等の積算根拠を作成ください（様式はフリーです）。こちらも、添付資料となります。

≪その他の添付資料≫
◇決算書（写し）を２期分（必要に応じて３期分）
　　※貸借対照表、損益計算書、販売費および一般管理費内訳書、株主資本等変動計算書、製造原価報告書（製造業）、科目明細、減価償却明細
◇試算表（決算後６ヶ月経過の場合）
◇定款（写し）　※原本証明要
◇会社案内（作成してある場合）
◇補足資料（当該資料）
◇商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　　個人事業主の場合は住民票　　
※いずれも発行日から６ヶ月以内のもの
◇新規事業に関わる売上高の算出根拠や裏付けなどの資料
◇機械設備ならパンフレット等
◆「経営革新」承認申請書作成にあたっての 必須事項
以下の項目についてもれがないかご確認下さい。
１．会社概要（自社の略歴、自社の強み、弱み、現状の課題、問題点）
２．経営革新の内容（取組内容、目的、テーマ、それが必要な理由、実施計画、推進体制等）
　　　専門的な用語（素材、工法、技術、サービス、等）については、パンフなど分りやすい補足資料
３．経営革新の優位性とその根拠
　　　新製品・サービス等の特徴、新規性、特許取得、市場規模、成長性、ニーズ、ターゲット等
４．販売ルート・営業方法・販売方針（販売実績、引き合い状況等）
５．経営革新計画内容と融資等の支援策との整合性
６．経営革新後の売上高の状況についての根拠（積算、内訳等）
７．新規事業に参入する場合の競争相手について
８．新規参入する場合のノウハウはどこから得るのか
９．決算書類
　　　財務内容の問題点について（売掛、在庫、長期借入金等が多額については説明をいただくことがあります）
10．計画の実施にあたり、他法令の許認可等が必要な場合は、その手続きの状況がわかる書類の写し等を添付願います
　　　例：開発許可、水濁法の特定施設設置許可、福祉施設に係る設置許可等
1

